
令和8年度新規・拡充等の事業概要
単位：千円

新 ＝新規 拡 ＝拡充　※下線は拡充部分 継 ＝継続 縮 ＝縮小 廃 ＝廃止

1 新 人材育成事業

人材定着や組織改善を図るため、職員へのアンケート調査を行い、課題の掘り起こしと改善を行うことで、職員の意識や働き

がいを向上させる取組を実施

拡 職員確保事業

職員採用試験で行う、SPI検査（基礎能力検査、性格検査を実施）を、市役所だけでなく各地の専用会場で受験することがで

きるテストセンター形式で実施

新 採用情報の発信事業

民間求人サイトへの採用情報掲載及び業務紹介等の掲載内容作成業務を委託

新 職員採用情報システム導入事業

募集、選考、通知等の職員採用事務が一元管理可能な採用情報管理システムを導入

2 新 ホームページリニューアル事業

ホームページコンテンツ管理システムのサーバーＯＳ更新期限が近づいているため、新たなシステムに更新

3 縮  コミュニティＦＭ活用事業

令和6年度に社員を1人雇用し、継続して育成できており、運営体制の強化が図れていることから、コミュニティＦＭ運営体制

強化補助金を廃止

△ 3,000

2 総務費　1 総務管理費 広報戦略課

コミュニティＦＭ活用事業費

9,766 11,138 △ 1,372

6-3-1 戦略的・効果的な情報発信

6-1-1 適正・効果的な行政運営の推進 1,000

2 総務費　1 総務管理費 職員課

職員人材育成確保事業費

16,668 12,259 4,409 1,054

2 総務費　1 総務管理費 広報戦略課

594

653

6-3-1 戦略的・効果的な情報発信 10,700

市政情報等受発信事業費

58,058 47,163 10,895

No

長期総合計画基本計画の施策

新規・拡充
縮小・廃止

の額

款　　　項 所属

予算事項

本年度予算額 前年度予算額 増減

説　明（当初予算対比）
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4 継 地方公共団体情報システム標準化・共通化事業

地方公共団体情報システム標準化・共通化に伴い、行政システムを国の標準化システムへ移行

令和7年11月の移行を予定していたが、令和7年度に移行した他自治体での運用知識を参考にし、十分なサポート体制で移行す

るため、令和8年11月に延期

5 拡 電子申告推進事業

eLTAXポータル5期更改に伴い、データ連携の対象になる帳票の追加及び新たに追加される機能に対応するため、総合運転試験

を実施

　追加帳票：所得税確定申告書の添付書類（決算書、計算明細書等）

　追加機能：税務・滞納に関する情報の国税・地方税間での照会機能

6 廃 固定資産管理システムクラウド化事業

令和7年度予算において、事業完了のため廃止

継 家屋評価・家屋台帳管理システム改修事業

地方公共団体情報システムの標準化・共通化に伴い、家屋評価システム及び家屋台帳管理システムを改修

（令和7年度から令和8年度へ繰り延べて実施）

7 廃 地方公共団体情報システム標準化・共通化事業

令和7年度予算において、事業完了のため廃止

6-2-1 デジタル化の推進

2 総務費　1 総務管理費 デジタル化戦略課

電算管理事務費

2 総務費　1 総務管理費 市民税課

－

6-1-1 適正・効果的な行政運営の推進 △ 6,435

528,121 705,643 △ 177,522

6-1-1 適正・効果的な行政運営の推進

2 総務費　1 総務管理費 資産税課

△ 24,524

2 総務費　1 総務管理費 保健福祉課

6-1-1 適正・効果的な行政運営の推進 550

電算管理事務費 －

電算管理事務費

0 24,524 △ 24,524

電算管理事務費

550 55 495

1,760 8,195 △ 6,435
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8 廃 地方公共団体情報システム標準化・共通化事業

令和7年度予算において、事業完了のため廃止

9 継 地方公共団体情報システム標準化・共通化事業

地方公共団体情報システム標準化・共通化に伴い、コンビニ交付システム及び戸籍附票システムを国の標準化システムへ移行

10 廃 校務系・学習系ネットワーク統合事業

令和7年度予算において、事業完了のため廃止

11 拡 デジタル化推進事業

令和7年5月に就任したＡＩコーディネーターと連携し、ＡＩの必要性や業務での活用についての庁内研修を実施するとともに、

ＡＩコーディネーターの知見や技術を活用し、市が抱える課題の解決を促進

32,626 32,468 158

11,020 74,551

435

△ 63,531

デジタル化戦略課

行政デジタル化推進事業費

2 総務費　1 総務管理費 社会福祉課

電算管理事務費

6-1-1 適正・効果的な行政運営の推進 △ 55,671

2 総務費　1 総務管理費 教育振興課

電算管理事務費

108 55,671

2 総務費　1 総務管理費 市民課

電算管理事務費

6-2-1 デジタル化の推進

0 10,890 △ 10,890

△ 55,563

6-1-1 適正・効果的な行政運営の推進 △ 10,890

6-1-1 適正・効果的な行政運営の推進 －

2 総務費　1 総務管理費
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12 継 光ケーブル更新事業

情報基盤施設の耐用年数が経過した機器について、通信速度の向上が可能な機器に更新

　整備施設　神田シェルター、椋梨シェルター（債務負担行為限度額　令和8年度～令和9年度　118,800千円）

新 放送設備機器更新事業

情報基盤施設の耐用年数が経過した放送設備機器等を更新

　整備施設　三原中央シェルター（債務負担行為限度額　令和8年度～令和9年度　29,400千円）

13 新 未利用財産解体事業

令和2年4月に用途廃止した元久井青年の家の既存建物の解体設計を実施

　対象建物　元久井青年の家（久井町吉田）

　　　　　　構造　鉄骨造、延べ床面積　413.34㎡、建築年月　平成元年4月

　スケジュール　令和8年度　解体設計、不用品処分

　　　　　　　　令和9年度　解体工事

256,306

2 総務費　1 総務管理費

情報基盤施設維持管理費

51,332 23,900

－6-2-1 デジタル化の推進

204,974

2,850

6-1-1 適正・効果的な行政運営の推進 2,850

2 総務費　1 総務管理費 生涯学習課

財産維持管理費

0 2,850

デジタル化戦略課

－4－



令和8年度新規・拡充等の事業概要
単位：千円

新 ＝新規 拡 ＝拡充　※下線は拡充部分 継 ＝継続 縮 ＝縮小 廃 ＝廃止
No

長期総合計画基本計画の施策

新規・拡充
縮小・廃止

の額

款　　　項 所属

予算事項

本年度予算額 前年度予算額 増減

説　明（当初予算対比）

14 新 公用車駐車場整備事業

帝人通り駐車場解体跡地に公用車駐車場を整備するとともに、電気自動車の充電設備を設置し、脱炭素化を推進

15 廃 市長公用車・議長公用車駐車場整備事業

令和7年度予算において、事業完了のため廃止

16 継 旧本郷支所本館解体事業

令和7年5月に新支所への移転が完了し、機能を廃止した旧本郷支所本館の解体を実施

　対象建物　旧本郷支所本館（本郷南六丁目）

　　　　　　構造　鉄筋コンクリート造、延べ床面積　1,662.54㎡、建築年月　昭和43年10月

　令和8年度　旧本郷支所本館解体設計、廃棄物処分、光ケーブル支障移転設計

　令和9年度　旧本郷支所非常階段棟解体、光ケーブル支障移転工事

　令和10年度　旧本郷支所本館解体、来客用駐車場整備

2 総務費　1 総務管理費 秘書課

6-1-1 適正・効果的な行政運営の推進 △ 2,700

6-1-1 適正・効果的な行政運営の推進 26,700

26,528

公共施設マネジメント推進事業費

16,500

財産管理課

3,500 13,000

△ 2,7002,700

6-1-2 適正な財政運営の推進 －

2 総務費　1 総務管理費 本郷支所

公用車維持管理費

0

48,541 22,013

2 総務費　1 総務管理費

公用車維持管理費
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17 継 円一エリア再編事業

市営駐車場（円一町、帝人通り）及び元円一町庁舎跡地等の公共施設再編に係る一体的な整備活用に向け、土壌汚染状況調査

により令和7年度から令和8年度へ延期した旧三原市歴史民俗資料館及び旧中央図書館の解体を実施

　整備計画 令和8年度　旧三原市歴史民俗資料館・旧中央図書館解体、市営駐車場（円一町・帝人通り）解体、

　　　　　　　　　　　新駐車場設計、広場設計

　　　　　 令和9年度　新駐車場工事

　　　　　 令和10年度 新駐車場供用開始、広場工事・大型遊具設置

　　　　　 令和11年度 広場・大型遊具供用開始

18 継 円一エリア再編事業

市営駐車場（円一町、帝人通り）及び元円一町庁舎跡地等の公共施設再編に係る一体的な整備活用に向け、市営駐車場（円一

町・帝人通り）の解体工事等を実施

　整備計画 令和8年度　旧三原市歴史民俗資料館・旧中央図書館解体、市営駐車場（円一町・帝人通り）解体、

　　　　　　　　　　　新駐車場設計、広場設計

　　　　　 令和9年度　新駐車場工事

　　　　　 令和10年度 新駐車場供用開始、広場工事・大型遊具設置

　　　　　 令和11年度 広場・大型遊具供用開始

6-1-2 適正な財政運営の推進

公共施設マネジメント推進事業費

95,618 326,318 △ 230,700

9,800227,700

6-1-2 適正な財政運営の推進 －

都市開発課

財産管理課

－

2 総務費　1 総務管理費

217,900

2 総務費　1 総務管理費

公共施設マネジメント推進事業費
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19 拡 空港周辺地域活性化対策事業

広島空港周辺地域の史跡・名勝への看板設置及び船木地域支援センター（旧船木小学校）湯沸室改修工事を実施

20 新 ペアシティ三原西館カーリフト更新事業

老朽化したカーリフトを更新し、駐車場利用者の安心・安全を確保

　総事業費　224,600千円（令和8年度　95,300千円、令和9年度　129,300千円）

　　　　　　（債務負担行為限度額　令和8年度～令和9年度　129,300千円）

　整備計画　令和8年度　実施設計、カーリフト更新工事

　　　　　　令和9年度　カーリフト更新工事

21 新 ふるさと納税推進事業（企業版ふるさと納税）

企業版ふるさと納税の寄附拡大を促進するため、企業情報やニーズの把握が可能な事業者にマッチング支援業務を委託

財産管理課

6-3-1 戦略的・効果的な情報発信 2,200

2 総務費　1 総務管理費

地域企画課

広島空港周辺活性化事業費

9,971 8,308

95,285

5-5-1 中心市街地の活性化 95,300

2 総務費　1 総務管理費 広報戦略課

ふるさと納税推進事業費

ペアシティ三原維持管理費

108,301 13,016

327,200 200,000 127,200

5-4-1 空港・港湾の活用 1,443

2 総務費　1 総務管理費

1,663
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22 新 地域コミュニティ活動支援事業

キリンビール株式会社が実施する「人と人のつながりをつくり、地域コミュニティを元気にする活動」に採択されたことによ

り、キリンビール株式会社が募った寄附金を助成金として受け取り、農業体験と収穫祭を行い、地域内外の人が交流する機会

を創出する事業者に対し、補助金を交付

23 継 コミュニティバス下徳良・垣内線運行事業

路線バス徳良線廃止の代替交通として、コミュニティバス下徳良・垣内線を継続運行

 （債務負担行為限度額　令和7年度～令和8年度　9,000千円（12月補正））

新 コミュニティバス佐木島循環線車両更新事業

車両の老朽化に伴い、辺地対策事業債（充当率　100%、交付税措置率　80%）を活用し、コミュニティバス佐木島循環線の

車両（10人乗りのワゴン）1台を更新

24 拡 地域支援員活用事業

地域支援員の一部は活動謝金の対象日数上限を超過しても活動を継続しており、地域からも活動日数拡大の要望があるため、

1か月当たりの謝金対象日数上限を拡充

変更前　本郷、久井、大和地域の全域担当として配置された地域支援員　月額上限　124,500円（8,300円×15日）

　　　　三原市中山間地域活性化基本方針で示す中山間地域内の各中核組織及び中核組織と同等とみなす各基礎組織

0

3,025 708

3-6-7 持続可能な地域公共交通網の形成 －

2 総務費　1 総務管理費 生活環境課

コミュニティ交通推進事業費

66,320 48,404 17,916 4,600

1,195

地域支援員活用事業費

5,531 4,336

1-2-1 地域づくり活動の活性化

1-2-1 地域づくり活動の活性化 1,000

2 総務費　1 総務管理費 地域企画課

市民協働のまちづくり推進事業費

2 総務費　1 総務管理費 地域企画課

2,317
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　　　　月額上限　96,600円（8,300円×12日）

変更後　本郷、久井、大和地域の全域担当及び中山間地域内の各中核組織及び中核組織と同等とみなす各基礎組織担当の地域

　　　　支援員に対する謝金の支払基準を統一し、1か月当たりの謝金対象日数上限を16日に拡充

　　　　月額上限　132,800円（8,300円×16日）

25 拡 地域おこし協力隊活用事業

現在の地域おこし協力隊員の9人に加え、デジタル活用、インバウンド観光誘客、農業振興、地域共生、移住定住・関係人口創

出のテーマ型隊員5人を追加して募集し、14人体制に増員

26 拡 ファーストマイホーム応援事業

三原市ファーストマイホーム応援事業補助金交付要綱に定める、若者定住世帯及び子育て定住世帯向けの補助対象地に「東本

通土地区画整理事業地内の市分譲地」を追加するとともに、補助対象物件に建売住宅を追加

変更前　市が指定する分譲地を購入し、住宅を新築する世帯

　　　　対象分譲地：三原西部住宅団地（あやめが丘）、小泉町玉城地区住宅団地

変更後　市が指定する分譲地を購入し、住宅を新築する世帯、又は市が指定する分譲地及び建売住宅を購入する世帯

　　　　対象分譲地：三原西部住宅団地（あやめが丘）、小泉町玉城地区住宅団地、東本通土地区画整理事業地内の保留地

　　　　　　　　　　※保留地：区画整理事業で分譲する宅地

新 高校生キャリア形成支援事業

高校生に対して、企業や工場の見学、働く人たちとの意見交換など、学校内外での市内企業等と連携したセミナーなどを実施

1,500

5-1-1 移住の促進、関係人口の創出

地域企画課

地域おこし協力隊活用事業費

82,912 56,455

移住定住促進事業費

5-1-1 移住の促進、関係人口の創出 27,460

2 総務費　1 総務管理費

26,457

42,750 1,50044,250

0

2 総務費　1 総務管理費 地域企画課

－9－



令和8年度新規・拡充等の事業概要
単位：千円

新 ＝新規 拡 ＝拡充　※下線は拡充部分 継 ＝継続 縮 ＝縮小 廃 ＝廃止
No

長期総合計画基本計画の施策

新規・拡充
縮小・廃止

の額

款　　　項 所属

予算事項

本年度予算額 前年度予算額 増減

説　明（当初予算対比）

し、自分の将来や仕事など、キャリア形成を支援するとともに、若者の将来的な転出抑制・Ｕターンを促進

27 新 公共空間防犯カメラ更新事業

ＪＲ本郷駅（本郷駅複合施設）に設置している防犯カメラ2台を更新

28 廃 定額減税補足給付金事業（不足額給付）

令和7年度予算において、事業完了のため廃止

29 継 市立保育所等給食費負担軽減事業

市立の保育所及び認定こども園における給食の原材料高騰相当額について、地方創生臨時交付金を活用し、保護者の給食費負

担を据え置き、保護者負担を軽減

　原材料高騰相当額：3歳未満　70円/食（前年度　30円/食）、3歳以上　60円/食（前年度　20円/食）

継 私立保育所等給食費負担軽減事業

16,841

2 総務費　1 総務管理費 市民税課

－ △ 210,500

物価高騰対応重点支援事業費

2 総務費　1 総務管理費

10,785 9,464

生活環境課

－

1,321

3-4-2 防犯活動・交通安全対策の推進 1,200

安心・安全事業費

－ －

2 総務費　1 総務管理費

28,937 12,096

こども保育課

物価高騰対応重点支援事業費

0 210,500 △ 210,500

－10－



令和8年度新規・拡充等の事業概要
単位：千円

新 ＝新規 拡 ＝拡充　※下線は拡充部分 継 ＝継続 縮 ＝縮小 廃 ＝廃止
No

長期総合計画基本計画の施策

新規・拡充
縮小・廃止

の額

款　　　項 所属

予算事項

本年度予算額 前年度予算額 増減

説　明（当初予算対比）

私立の保育所、認定こども園及び地域型保育事業における給食の原材料高騰相当額について、地方創生臨時交付金を活用し、

事業者へ補助することにより、保護者の給食費負担額を据え置き、保護者負担を軽減

　原材料高騰相当額：3歳未満　70円/食（前年度　30円/食）、3歳以上　60円/食（前年度　20円/食）

30 継 市立小中学校等給食費負担軽減事業

市立の小学校における国の給食無償化の基準額を超える部分について、地方創生臨時交付金を活用し、保護者負担を軽減

※小学校の給食費無償化はNo.121に記載

　　給食費単価：310円/食（国基準額　300円/食、国基準超過額　10円/食）

市立の中学校、幼稚園及び幼稚園型認定こども園における給食の原材料高騰相当額について、地方創生臨時交付金を活用し、

保護者の給食費負担金額を据え置き、保護者負担を軽減

　原材料高騰相当額：中学校　70円/食（前年度　30円/食）

　　　　　　　　　　幼稚園、幼稚園型認定こども園　70円/食（前年度　30円/食（3歳未満）、20円/食（3歳以上））

31 継 私立幼稚園等給食費負担軽減事業

私立の幼稚園及び幼稚園型認定こども園における給食の原材料等高騰相当額について、地方創生臨時交付金を活用し、事業者

へ補助することにより、保護者の給食費負担金額を据え置き、保護者負担を軽減

　原材料高騰相当額：3歳未満　70円/食（前年度　30円/食）、3歳以上　60円/食（前年度　20円/食）

学校給食課

－ －

2 総務費　1 総務管理費

33,434 2,355

物価高騰対応重点支援事業費

－ －

2 総務費　1 総務管理費

物価高騰対応重点支援事業費

教育振興課

35,789

3,1317,733 4,602

－11－



令和8年度新規・拡充等の事業概要
単位：千円

新 ＝新規 拡 ＝拡充　※下線は拡充部分 継 ＝継続 縮 ＝縮小 廃 ＝廃止
No

長期総合計画基本計画の施策

新規・拡充
縮小・廃止

の額

款　　　項 所属

予算事項

本年度予算額 前年度予算額 増減

説　明（当初予算対比）

32 縮 市制施行２０周年記念事業

令和7年度予算は、2款総務費の市制施行２０周年記念事業費で実施したが、令和8年度は令和6年度と同じ各款で予算措置した

ため、当該事業費としては縮小

※（　）は、令和6年度と令和7年度の補助金の名称

※令和8年度のやっさ祭り実行委員会補助については、交通誘導等の安全対策に対する拡充分2,500千円を含む

　（No.91に掲載）

廃 市制施行２０周年記念事業

令和8年度
予算の款

大和支所

総務費

△ 3,310

2 総務費　1 総務管理費 －

市制施行２０周年記念事業費

0 36,200 △ 36,200

2,500千円

1,000千円

白竜湖花火実行委員会補助

令和8年度

2,000千円 2,500千円

事業名

2,500千円 3,000千円

6,400千円市制施行２０周年記念式典

1,200千円 1,400千円

所属 事業名
予算額

（令和7年度）

秘書課

990千円

5,000千円

沼田本郷夏まつり実行委員会補助

久井支所

所属

本郷支所

500千円 600千円 500千円
さつき祭り実行委員会補助
（さつき祭り振興協議会補助）

1,500千円 1,000千円

2,500千円 3,000千円 2,500千円

令和6年度 令和7年度

予算額

久井！さわやか高原祭り補助金

－

やっさ祭り実行委員会補助
（やっさ祭り振興協議会補助）

神明市協賛会補助

6,800千円 10,000千円 9,300千円

1,400千円 1,500千円 1,400千円

生涯学習課 教育費

観光課 商工費

△ 12,700

市民提案事業費補助

浮城まつり実行委員会補助
（三原の観光を考える協議会補助）

2,000千円

二十歳を祝う会

－12－



令和8年度新規・拡充等の事業概要
単位：千円

新 ＝新規 拡 ＝拡充　※下線は拡充部分 継 ＝継続 縮 ＝縮小 廃 ＝廃止
No

長期総合計画基本計画の施策

新規・拡充
縮小・廃止

の額

款　　　項 所属

予算事項

本年度予算額 前年度予算額 増減

説　明（当初予算対比）

33 新 固定資産税ＤＸポータル導入事業

ＡＩを活用した情報検索サービスを導入し、賦課に関する情報検索時間を短縮するとともに、課税根拠に基づく正確な課税と

説明により、納税者の満足度を向上

34 新 戸籍附票システム等改修事業

令和7年度に施行された戸籍への振り仮名記載について、従来称していた名前及びその振り仮名を戸籍附票に記載するため、

戸籍附票システムを改修

コンビニで、従来称していた名前及びその振り仮名が記載された戸籍附票の証明書を発行するため、コンビニ交付システムを

改修

35 新 県議会議員一般選挙

任期満了日　令和9年4月29日

選挙執行日　任期満了前30日以内

告示日　選挙執行日の9日前

69,244 70,190 △ 946

6-1-1 適正・効果的な行政運営の推進 2,930

2 総務費　3 戸籍住民基本台帳費

6-1-2 適正な財政運営の推進 264

2 総務費　2 徴税費 資産税課

賦課徴収事務費

47,882 91,031 △ 43,149

6-1-1 適正・効果的な行政運営の推進

7,500 0 7,500

7,500

2 総務費　4 選挙費

市民課

県議会議員選挙費

戸籍住民基本台帳事務費

選挙管理委員会事務
局

1,100千円

200千円第17回三原市民体育大会（合併20周年記念トロフィー贈呈）

文化財と未来の文化財の祭典

スポーツ振興課

文化課

－13－



令和8年度新規・拡充等の事業概要
単位：千円

新 ＝新規 拡 ＝拡充　※下線は拡充部分 継 ＝継続 縮 ＝縮小 廃 ＝廃止
No

長期総合計画基本計画の施策

新規・拡充
縮小・廃止

の額

款　　　項 所属

予算事項

本年度予算額 前年度予算額 増減

説　明（当初予算対比）

36 廃 参議院議員一般選挙

任期満了日　令和7年7月28日

選挙期日　令和7年7月20日執行

　令和7年度で事業完了

37 廃 広島県知事選挙

任期満了日　令和7年11月28日

選挙期日　令和7年11月9日執行

　令和7年度で事業完了

38 廃 三原市議会議員一般選挙

任期満了日　令和7年4月23日

選挙期日　令和7年4月13日執行

　令和7年度で事業完了

39 新 国民年金システム改修事業

第1号被保険者（自営業、フリーランス等）の育児期間における保険料免除措置が創設されることに伴い、国民年金システム

を改修

6-1-1 適正・効果的な行政運営の推進 1,790

3 民生費　1 社会福祉費 市民課

国民年金事務費

6,334 4,408 1,926

参議院議員選挙費

市議会議員選挙費

6-1-1 適正・効果的な行政運営の推進 △ 45,500

2 総務費　4 選挙費

6-1-1 適正・効果的な行政運営の推進

△ 45,500

△ 79,000

0

県知事選挙費

79,000 △ 79,000

選挙管理委員会事務
局

6-1-1 適正・効果的な行政運営の推進 △ 52,500

0 45,500

0 △ 52,500

選挙管理委員会事務
局

2 総務費　4 選挙費

52,500

2 総務費　4 選挙費

選挙管理委員会事務
局

－14－



令和8年度新規・拡充等の事業概要
単位：千円

新 ＝新規 拡 ＝拡充　※下線は拡充部分 継 ＝継続 縮 ＝縮小 廃 ＝廃止
No

長期総合計画基本計画の施策

新規・拡充
縮小・廃止

の額

款　　　項 所属

予算事項

本年度予算額 前年度予算額 増減

説　明（当初予算対比）

40 縮 終活安心サポート事業

国の方針に基づき、入院・入所保証や死後事務等の当事者支援は令和8年度から社会福祉協議会が実施主体となることに伴い、

事業を縮小

終活情報登録やエンディングノート等の市民向け終活支援は継続

41 継 障害福祉計画等策定事業

第8期障害者プラン（令和9年度～令和11年度）を策定

　令和7年度　障害者、障害児の保護者を対象とした障害者施策に関するアンケート調査

　令和8年度　計画策定　

42 拡 基幹相談支援センター整備事業

地域の障害者福祉の中核的な役割を担う基幹相談支援センター設置のため、社会福祉協議会と仁康会に委託している相談支援

事業において、相談支援専門員を5人から6人に増員

43 拡 障害者就労推進事業

社会福祉協議会に設置している、就労を希望する障害者の相談窓口について、登録者数及び相談件数の増加に伴い、体制強化

を実施

障害者福祉課

60,761 2,290

障害者福祉一般事務費

3 民生費　1 社会福祉費

3-2-3 障害者福祉の充実 －

3 民生費　1 社会福祉費 障害者福祉課

3 民生費　1 社会福祉費 障害者福祉課

6,9173-2-3 障害者福祉の充実

63,051

地域生活支援事業費（生活支援体制整備）

90,069 80,812 9,257

1,286 2,370

地域生活支援事業費（自立・社会参加促進）

3-2-1 地域共生社会の推進 △ 800

3 民生費　1 社会福祉費 社会福祉課

地域共生社会推進事業費

32,944 29,774 3,170

3,656

3-2-3 障害者福祉の充実 2,269

－15－



令和8年度新規・拡充等の事業概要
単位：千円

新 ＝新規 拡 ＝拡充　※下線は拡充部分 継 ＝継続 縮 ＝縮小 廃 ＝廃止
No

長期総合計画基本計画の施策

新規・拡充
縮小・廃止

の額

款　　　項 所属

予算事項

本年度予算額 前年度予算額 増減

説　明（当初予算対比）

44 新 障害福祉サービス職員研修費等支援事業

障害者福祉人材の資質向上のため、障害福祉サービスや手話・要約筆記等に係る研修や資格試験の費用を助成

　障害福祉サービス

　　対象者　三原市民で、当該研修を終了した後、1年以内に障害福祉サービス事業所で6か月以上従事した者又は対象者の研

　　　　　　修費用等を負担した事業所

　　助成額　資格取得のための研修費用、資格試験費用の10/10（限度額50千円）

　　　　　　資格の更新費用の1/2（限度額50千円）

　意思疎通支援者

　　対象者　三原市手話奉仕員、要約筆記奉仕員養成講座受講者及び修了者

　　助成額　各研修費用、資格試験費用の1/2（助成回数制限、限度額なし）

45 継 高齢者福祉計画・介護保険事業計画策定事業

第10期高齢者福祉計画・介護保険事業計画（令和9年度～令和11年度）を策定

　令和7年度　要介護認定を受けていない65歳以上の市民を対象とした生活や介護に関するアンケート調査

　令和8年度　計画策定　

46 拡 介護職員等就労支援事業

介護人材の確保及び資質向上のため、資格取得や更新に関する研修費用の助成を拡充

　就労に関する研修

　　対象者　介護職員初任研修、介護福祉士、介護支援専門員※上限　20千円→50千円

　　助成額　10/10（上限　50千円）

老人福祉一般事務費

4,237 2,352

高齢者福祉課

3-2-4 社会保障制度の適正な運営

3 民生費　1 社会福祉費

3-2-3 障害者福祉の充実 351

3 民生費　1 社会福祉費 障害者福祉課

障害者援護事業費

3-2-4 社会保障制度の適正な運営 －

1,885

367,325 16,880384,205

500

3 民生費　1 社会福祉費 高齢者福祉課

介護事業費

227,239 216,522 10,717

－16－



令和8年度新規・拡充等の事業概要
単位：千円

新 ＝新規 拡 ＝拡充　※下線は拡充部分 継 ＝継続 縮 ＝縮小 廃 ＝廃止
No

長期総合計画基本計画の施策

新規・拡充
縮小・廃止

の額

款　　　項 所属

予算事項

本年度予算額 前年度予算額 増減

説　明（当初予算対比）

　資格取得に関する研修（新規）

　　対象者　主任介護支援専門員研修

　　助成額　10/10（上限　50千円）

　資格更新に関する研修（新規）

　　対象者　介護支援専門員（更新研修専門Ⅰ、専門Ⅱ、更新研修、再研修）、主任介護支援専門員

　　助成額　1/2（上限　50千円）

継 地域医療介護総合確保事業

看護小規模多機能型居宅介護施設の整備費用を補助（補助率　10/10、上限　46,656千円）

　対象事業者は公募により令和8年度に決定

介護保険施設の事業者に対し、介護ロボットやICTの導入費用を補助（補助率　10/10、上限　定員1人当たり300千円）

　対象施設　特別養護老人ホーム白滝園（定員　50人）、短期入所生活介護事業所白滝園（定員　8人）

 　　　　　 盲養護老人ホーム白滝園（定員　65人）、グループホーム笑顔くい（定員　18人）

　　　　　　介護医療院仁生苑（定員　110人）、介護老人保健施設里仁苑（定員　160人）

ユニット化改修費用を補助（補助率　10/10、上限　4,130千円）

　対象施設　養護老人ホーム亀甲園

47 継 敬老会開催等補助事業

地域において実施される敬老会行事に対して、運営費の一部を補助

実施方法の見直しについては、引き続き検討

　敬老会開催　対象高齢者数×2,600円（上限）

　記念品配布のみ　対象高齢者数×2,000円（上限）

3,406110,887

－

－

3-2-2 長寿社会対策の推進

114,293

3 民生費　1 社会福祉費 高齢者福祉課

敬老事業費

－17－



令和8年度新規・拡充等の事業概要
単位：千円

新 ＝新規 拡 ＝拡充　※下線は拡充部分 継 ＝継続 縮 ＝縮小 廃 ＝廃止
No

長期総合計画基本計画の施策

新規・拡充
縮小・廃止

の額

款　　　項 所属

予算事項

本年度予算額 前年度予算額 増減

説　明（当初予算対比）

48 廃 本郷人権文化センター耐震改修事業

令和7年度予算において、事業完了のため廃止

49 新 男女共同参画プラン策定事業

第4次男女共同参画プランを総括し、第5次男女共同参画プラン（令和9年度～令和18年度）を策定

50 継 女性デジタル人材育成事業

テレワークスキルアップ講座とデジタルスキルアップ講座を統合し、基礎的な内容から、専門的なデジタルスキルの習得まで

を一体的に学習する機会の提供及び市内企業との交流会、キャリア面談等により、就労につながる機会を提供し、就労の実現

を支援

51 新 ひとり親家庭地域生活支援事業

母子生活支援施設の空室を活用し、離婚前後において、住まいや就業支援のために一定期間利用できる体制を整備

女性活躍推進事業費

1-1-2 男女共同参画社会の形成

3 民生費　1 社会福祉費 人権推進課

施設維持管理費

13,112 247,150 △ 234,038

人権推進課

男女共同参画推進事業費

1-1-2 男女共同参画社会の形成

9,462

△ 140

2,690

△ 228,000

3 民生費　1 社会福祉費

3 民生費　2 児童福祉費 子育て支援課

10,460

1-1-1 人権教育・啓発の推進

3,388 1,117

10,600

ひとり親家庭等自立支援事業費

433,452 423,990

－

3 民生費　1 社会福祉費 商工振興課

2-1-1 子ども・子育て支援の充実 1,353

2,271

－18－



令和8年度新規・拡充等の事業概要
単位：千円

新 ＝新規 拡 ＝拡充　※下線は拡充部分 継 ＝継続 縮 ＝縮小 廃 ＝廃止
No

長期総合計画基本計画の施策

新規・拡充
縮小・廃止

の額

款　　　項 所属

予算事項

本年度予算額 前年度予算額 増減

説　明（当初予算対比）

52 拡 仕事体験提供事業

仕事体験講座の開催

　主体的に社会に関わるきっかけづくりとして、起業体験を実施し、新たな気づきや学びを提供

仕事体験イベントの開催

　開催日数や企業・団体出展数などの規模の拡大やコンテンツリニューアルを実施

新 ファミリー向け公開番組会場運営事業

NHK公開番組を誘致し、こども（主に未就学児）と親が一緒に出かけられるイベントを開催

　実施日　令和8年4月19日(日)

　会場　三原市芸術文化センター（ポポロ）

53 廃 チャイルドシート購入費補助事業

ほかの経済的支援の充実が図られてきたことから、チャイルドシート購入費への補助事業を令和7年9月末で終了

54 拡 子育て支援仲間づくり育成事業

子ども食堂の備品購入や地域子育て支援サロンの運営補助単価を増額

　子ども食堂開設等支援

　　子ども食堂開設支援　上限額　100千円/団体（令和7年度　50千円/団体）

　　子ども食堂運営支援　上限額　50千円/団体（新規）

19,717 4,844

2-1-1 子ども・子育て支援の充実 6,500

24,561

子ども・子育て支援事業費

3 民生費　2 児童福祉費

2-1-1 子ども・子育て支援の充実 345

3 民生費　2 児童福祉費 子育て支援課

子どもの貧困対策事業費

982 345

△ 901

1,300

1,327

子育て支援課

2-1-1 子ども・子育て支援の充実 △ 800

1,518

子育て支援課

子育て世帯支援事業費

617

3 民生費　2 児童福祉費

－19－



令和8年度新規・拡充等の事業概要
単位：千円

新 ＝新規 拡 ＝拡充　※下線は拡充部分 継 ＝継続 縮 ＝縮小 廃 ＝廃止
No

長期総合計画基本計画の施策

新規・拡充
縮小・廃止

の額

款　　　項 所属

予算事項

本年度予算額 前年度予算額 増減

説　明（当初予算対比）

 　 　地域子育て支援サロン

おやつ代等食材費（1サロン当たり）上限額　150円/月×15人（令和7年度　102円/月×15人）

消耗品等活動費（1サロン当たり）　上限額　3,000円/月（令和7年度　2,040円/月）

55 継 放課後児童クラブ環境改善事業

子ども・子育て支援事業債（充当率　90%、交付税措置率　50%）を活用し、放課後児童クラブの環境を改善

　空調設備改修（糸崎、沼田、久井、大和）

56 新 地域障害児支援体制強化事業

地域の障害児支援の中核的役割を担う児童発達支援センターの機能強化に向けて、子どもの発達に関する保護者向けの相談窓

口の運営と支援者向け巡回相談を、こども発達支援センターのぞみに委託し、子どもの発達状況や支援ニーズの総合的な評価、

制度の周知、支援の提案や支援方法の助言等を実施

　相談窓口の対象者　障害児とその保護者　2日/週、2時間/日　　

　巡回相談の対象施設　市内支援機関（保育所、幼稚園、こども園、学校等）

発達支援事業費

3,789 3,388 401

障害者福祉課3 民生費　2 児童福祉費

子ども居場所づくり事業費

子育て支援課

3-2-3 障害者福祉の充実 446

2-1-1 子ども・子育て支援の充実 －

3 民生費　2 児童福祉費

12,844369,438 356,594

－20－



令和8年度新規・拡充等の事業概要
単位：千円

新 ＝新規 拡 ＝拡充　※下線は拡充部分 継 ＝継続 縮 ＝縮小 廃 ＝廃止
No

長期総合計画基本計画の施策

新規・拡充
縮小・廃止

の額

款　　　項 所属

予算事項

本年度予算額 前年度予算額 増減

説　明（当初予算対比）

57 継 市立保育所施設整備事業

こども・子育て支援事業債（充当率　90%、交付税措置率　50%）を活用し、市立保育所の環境を改善

　トイレ洋式化　糸崎保育所、長谷保育所

　空調設備改修　糸崎保育所、幸崎保育所、長谷保育所、中之町保育所、高坂保育所

新 乳児等通園支援事業

国が「こども誰でも通園制度」を新設したことに伴い、保育所や認定こども園等に在籍していない生後6か月から満3歳未満ま

での乳児等が通園するため、乳児等の良質な生育環境を整備するとともに、子育て家庭への支援を強化

　実施施設　幸崎保育所

58 新 乳児等通園支援事業

国が「こども誰でも通園制度」を新設したことに伴い、保育所や認定こども園等に在籍していない生後6か月から満3歳未満ま

での乳児等が通園するための費用を事業者に対して給付することにより、乳児等の良質な生育環境を整備するとともに、子育

て家庭への支援を強化

　実施事業所　にじいろドレミ園、あさかぜ保育園

新 保育補助者雇上強化事業

保育人材の確保のため、保育士資格を持たない「保育補助者」及び、保育士として職場復帰をめざす「有資格保育補助者」を

雇い上げた施設に対し、経費の一部を補助

　対象施設　利用定員が121人未満の施設、補助上限額　2,441千円/施設

　

493,911 449,184 44,727

施設維持管理費

3 民生費　2 児童福祉費 こども保育課

私立保育所運営助成事業費

462,338

0

3 民生費　2 児童福祉費

403,248

2-1-1 子ども・子育て支援の充実 2,376

59,090

9,764

2-1-1 子ども・子育て支援の充実 －

こども保育課

－21－
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単位：千円

新 ＝新規 拡 ＝拡充　※下線は拡充部分 継 ＝継続 縮 ＝縮小 廃 ＝廃止
No

長期総合計画基本計画の施策

新規・拡充
縮小・廃止

の額

款　　　項 所属

予算事項

本年度予算額 前年度予算額 増減

説　明（当初予算対比）

59 新 乳児等通園支援事業

国が「こども誰でも通園制度」を新設したことに伴い、保育所や認定こども園等に在籍していない生後6か月から満3歳未満ま

での乳児等が通園するための費用を事業者に対して給付することにより、乳児等の良質な生育環境を整備するとともに、子育

て家庭への支援を強化

　実施事業所　子どもサロン駅前ドレミ園

60 継 市立認定こども園施設整備事業

こども・子育て支援事業債（充当率　90%、交付税措置率　50%）を活用し、市立認定こども園の環境を改善

　空調設備改修　大和認定こども園

新 乳児等通園支援事業

国が「こども誰でも通園制度」を新設したことに伴い、保育所や認定こども園等に在籍していない生後6か月から満3歳未満ま

での乳児等が通園するため、乳児等の良質な生育環境を整備するとともに、子育て家庭への支援を強化

　実施施設　久井認定こども園

61 新 保育環境改善等事業

施設の環境改善のため、国・県の補助対象となる私立施設の整備費の一部を補助

　フローリング張替え　愛育認定こども園

新 就学前教育・保育施設整備事業

施設の環境改善のため、国の補助対象となる私立施設の整備費の一部を補助

2-1-1 子ども・子育て支援の充実

3 民生費　2 児童福祉費 こども保育課

－

122,888 160,293 △ 37,405

232,389

地域型保育事業費

2-1-1 子ども・子育て支援の充実

2-1-1 子ども・子育て支援の充実 1,029

172,170 60,219

1,188

3 民生費　2 児童福祉費 こども保育課

3 民生費　2 児童福祉費 こども保育課

1,492,045 1,310,082 181,963

施設維持管理費

私立認定こども園運営助成事業費

7,567

0

－22－
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単位：千円

新 ＝新規 拡 ＝拡充　※下線は拡充部分 継 ＝継続 縮 ＝縮小 廃 ＝廃止
No

長期総合計画基本計画の施策

新規・拡充
縮小・廃止

の額

款　　　項 所属

予算事項

本年度予算額 前年度予算額 増減

説　明（当初予算対比）

　愛光園　空調設備更新

新 保育補助者雇上強化事業

保育人材の確保のため、保育士資格を持たない「保育補助者」及び、保育士として職場復帰をめざす「有資格保育補助者」

を雇い上げた施設に対して、経費の一部を補助

　　　　対象施設　利用定員が121人未満の施設、補助上限額　2,441千円/施設

　　　　　　　　　利用定員が121人以上の施設、補助上限額　4,882千円/施設

新 医療的ケア児保育支援事業

専門的な介助が必要となる医療的ケア児を受け入れるため、看護師配置等を行う私立施設に対して、経費の一部を補助

　実施事業所　紅梅認定こども園

新 乳児等通園支援事業

国が「こども誰でも通園制度」を新設したことに伴い、保育所や認定こども園等に在籍していない生後6か月から満3歳未満ま

での乳児等が通園するための費用を事業者に対して給付することにより、乳児等の良質な生育環境を整備するとともに、子育

て家庭への支援を強化

　実施事業所　紅梅認定こども園

62 拡 児童館運営事業

　来館者数の増加への対応及び地域との連携を強化するため、職員を増員するとともに、来館者の利用環境向上のため、空調等

の改修を実施

2-1-1 子ども・子育て支援の充実

施設維持管理費

3 民生費　2 児童福祉費 子育て支援課

10,993

41,431

1,188

8,831

28,943 12,488

24,410

－23－



令和8年度新規・拡充等の事業概要
単位：千円

新 ＝新規 拡 ＝拡充　※下線は拡充部分 継 ＝継続 縮 ＝縮小 廃 ＝廃止
No

長期総合計画基本計画の施策

新規・拡充
縮小・廃止

の額

款　　　項 所属

予算事項

本年度予算額 前年度予算額 増減

説　明（当初予算対比）

63 新 生活保護相談・面談業務ＡＩ支援システム導入事業

多様な相談に対し、統一的で迅速な対応を行い、業務効率化による対人支援の強化につなげるため、ＡＩ支援システムを導入

　相談・面談の音声自動録音による会話内容のテキスト及び記録案生成

　関係法令、関係通知、問答集等のデータの横断検索、マニュアル作成等

64 拡 不妊治療費補助事業

一般不妊治療（保険診療）と特定不妊治療（保険診療及び先進医療）に係る検査及び治療費に対する自己負担を実質無償に近

づけるため、補助を拡充

　　一般不妊治療費補助　上限50千円→上限80千円

　特定不妊治療費補助（保険診療分）　上限80千円【新設】

　特定不妊治療費補助（先進医療分）　上限50千円→上限300千円

　特定不妊治療費補助（全額自己負担分）　上限150千円→上限300千円

拡 乳幼児健康診査事業

5歳児（年中児）を対象に専門職による発達記録を行い、健診が必要と判断した児童に集団健診による医師の診察や相談を実施

65 拡 健康診査事業

地域集団健康診査において、超音波法による骨粗しょう症検診を実施

　対象者　40歳以上70歳以下の市民

　自己負担　500円（70歳のみ無料）

3-2-4 社会保障制度の適正な運営

3,433

87,647

4 衛生費　1 保健衛生費 保健福祉課

6,800

3 民生費　3 生活保護費 社会福祉課

4 衛生費　1 保健衛生費 こども安心課

22,220 13,084 9,136

77,352 10,295

生活習慣病予防対策事業費

母子保健事業費

3-1-1 健康づくりの推進 569

2-1-1 子ども・子育て支援の充実

5,854

生活保護事務費

128,906 125,240 3,666

－24－



令和8年度新規・拡充等の事業概要
単位：千円

新 ＝新規 拡 ＝拡充　※下線は拡充部分 継 ＝継続 縮 ＝縮小 廃 ＝廃止
No

長期総合計画基本計画の施策

新規・拡充
縮小・廃止

の額

款　　　項 所属

予算事項

本年度予算額 前年度予算額 増減

説　明（当初予算対比）

66 拡 ひきこもり支援ステーション事業

ひきこもり状態にある本人や家族からの相談や居場所づくり事業における相談件数や開催回数の増加に伴い、社会福祉協議会

の専門職員を1人増員し、体制を強化

67 拡 小児救急医療運営費補助事業

小児救急医療拠点であるＪＡ尾道総合病院に対して、小児救急医療に必要な経費の一部を補助（特別交付税に関する省令に基

づき算出）

　小児医療提供病院　10,514千円/病院×17.3%（三原市患者割合）

　小児医療病床運営　1,599千円/床×16床×17.3%（三原市患者割合）

68 縮 帯状疱疹ワクチン接種事業

定期接種対象者以外の接種費用に対する市独自助成については、令和7年度で終了

69 継 予防接種事務デジタル化　

　令和7年度にデジタル庁の実証事業として実施したマイナンバーカードを活用した予防接種のデジタル化を本格運用

　デジタル化対象　Ａ類疾患ワクチン（ロタウイルス、Ｂ型肝炎、BCG、五種混合、二種混合、麻しん風しん、水痘、日本脳炎、

　　　　　　　　　ＲＳウイルス、小児用肺炎球菌、子宮頸がん）

新 予防接種ワクチン再接種費用助成

3-1-2 医療体制の維持

169,732 168,180

保健福祉課

周産期・小児医療体制維持事業費

78,952 74,630

4 衛生費　1 保健衛生費

保健福祉課

3-1-1 健康づくりの推進 6,330

364

3-1-1 健康づくりの推進 △ 277,000

1,552

6,244

227,033

19,943

こども安心課

感染症対策事業費

△ 283,027

5,957

510,060

精神保健福祉事業費

13,986

4 衛生費　1 保健衛生費

4 衛生費　1 保健衛生費

4,322

4 衛生費　1 保健衛生費 保健福祉課

感染症対策事業費

2-1-1 子ども・子育て支援の充実 －
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新 ＝新規 拡 ＝拡充　※下線は拡充部分 継 ＝継続 縮 ＝縮小 廃 ＝廃止
No

長期総合計画基本計画の施策

新規・拡充
縮小・廃止

の額

款　　　項 所属

予算事項

本年度予算額 前年度予算額 増減

説　明（当初予算対比）

骨髄移植等により免疫が低下又は失われ、予防接種の再接種が必要となった人（20歳未満）に対して、費用の全部又は一部を

助成

　Ａ類疾病の13種類のワクチンを計24回接種　助成上限　364千円/人

70 拡 野良猫対策事業

野良猫の繁殖を防ぎ、地域の良好な生活環境の形成を図るため、市内で活動する個人、団体等に対し、野良猫の不妊去勢手術

費用の一部を補助

県補助金を超える部分はクラウドファンディング（ふるさと納税型）を活用

補助率　10/10、上限　対象猫1匹当たり雄10千円、雌15千円

71 拡 脱炭素社会推進事業費補助

2050年までのゼロカーボン達成に向け、太陽光発電設備等の設置費用等の一部を補助

　市民向け　太陽光発電設備（補助額　50千円/kW、補助上限　150千円）、蓄電池（補助率　1/3、補助上限　50千円）、

　　　　　　宅配ボックス（補助率　1/2、補助上限　20千円）、

　　　　　　エネルギー管理システム（補助率　1/2、補助上限　20千円）

　事業者向け　太陽光発電設備（補助額　50千円/kW→75千円/kW、補助上限　1,000千円→1,500千円）、

              蓄電池（補助率　1/3、補助上限　1,000千円）、高効率空調設備（補助率　1/2、補助上限　400千円）、

　　　　　　　高効率照明機器（補助率　1/2、補助上限　400千円→600千円）、

　　　　　　　省エネ診断（補助率　1/2、補助上限　11千円）

生活環境課

感染症対策事業費

650

4 衛生費　1 保健衛生費

31,677 △ 131

0

脱炭素社会推進事業費

31,546

4 衛生費　1 保健衛生費

2,209 712

3-5-1 環境保全と脱炭素の推進

生活環境課

3-4-3 消費者・生活者の安心の確保

1,497
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新 ＝新規 拡 ＝拡充　※下線は拡充部分 継 ＝継続 縮 ＝縮小 廃 ＝廃止
No

長期総合計画基本計画の施策

新規・拡充
縮小・廃止

の額

款　　　項 所属

予算事項

本年度予算額 前年度予算額 増減

説　明（当初予算対比）

72 新 旧不燃物処理工場解体事業

三原広域市町村圏事務組合が実施する旧不燃物処理工場解体への事業費負担

73 新 廃棄物減量等推進事業

ごみの分別ガイドの作成・配布を実施

　新たな品目を追加するなど、より分かりやすい内容への更新（前回作成は令和2年度）

74 新 一般廃棄物処理基本計画策定事業

第2次一般廃棄物処理基本計画（令和4年度～令和18年度）について、5年ごとの中間見直しを実施

75 廃 塵芥収集事業（令和7年度配備分）

令和7年度予算において、事業完了のため廃止

継 塵芥収集事業（令和8年度配備分）

塵芥収集車更新　1台（債務負担行為限度額　令和7年度～令和8年度　10,000千円）

　更新時期が到来した2t車を更新

7,487 176 7,311

4 衛生費　2 清掃費

3-5-2 循環型社会の形成

塵芥収集事業費 －

435,109 410,729 24,380

3-5-2 循環型社会の形成 7,200

4 衛生費　2 清掃費 環境施設課

環境政策推進事業費

4 衛生費　2 清掃費 環境施設課

3-5-2 循環型社会の形成

3-5-2 循環型社会の形成 40,205

4 衛生費　2 清掃費 環境施設課

239,266 176,144 63,122

△ 11,526

△ 9,131

環境施設課

清掃一般事務費

97,513

611

廃棄物減量等推進事業費

85,987
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新 ＝新規 拡 ＝拡充　※下線は拡充部分 継 ＝継続 縮 ＝縮小 廃 ＝廃止
No

長期総合計画基本計画の施策

新規・拡充
縮小・廃止

の額

款　　　項 所属

予算事項

本年度予算額 前年度予算額 増減

説　明（当初予算対比）

76 新 循環型社会形成推進地域計画策定事業（清掃工場分）

国の交付金を活用し、清掃工場の再整備（再延命化、新設）を実施するため、循環型社会形成推進地域計画を策定

新 焼却灰運搬車更新事業

焼却灰運搬車更新　1台（債務負担行為限度額　令和8年度～令和9年度　5,500千円）

新 元本郷清掃工場解体事業

用途廃止した本郷清掃工場を解体するため、調査・解体設計を実施

　対象建物　元本郷清掃工場（本郷町本郷）

　　　　　　構造　鉄筋コンクリート造、延べ床面積　1758.97㎡、建築年月　平成5年10月

　スケジュール

　　令和8年度～令和9年度　　調査・解体設計

　　令和10年度～令和11年度　解体工事

　　（債務負担行為限度額　令和8年度～令和9年度　14,000千円）

廃 もやすごみ処理施設整備基本構想策定事業

令和7年度予算において、事業完了のため廃止

77 廃 し尿処理施設整備方針検討事業

令和7年度予算において、事業完了のため廃止

新 し尿処理施設長寿命化計画策定事業

国の交付金を活用し、汚泥再生処理センターの長寿命化事業を実施するため、長寿命化計画を策定

新 循環型社会形成推進地域計画策定事業（し尿処理施設分）

施設維持管理費 6,400

964,056 766,305 197,751

0

41,246

6,000

3-5-2 循環型社会の形成

2,600

環境施設課

3-5-2 循環型社会の形成

2,200

△ 5,000

218,802 177,556

4 衛生費　2 清掃費

△ 9,500

4 衛生費　2 清掃費 環境施設課

施設維持管理費

－28－
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新 ＝新規 拡 ＝拡充　※下線は拡充部分 継 ＝継続 縮 ＝縮小 廃 ＝廃止
No

長期総合計画基本計画の施策

新規・拡充
縮小・廃止

の額

款　　　項 所属

予算事項

本年度予算額 前年度予算額 増減

説　明（当初予算対比）

国の交付金を活用し、汚泥再生処理センターの長寿命化事業を実施するため、循環型社会形成推進地域計画を策定

拡 し尿等収集委託料

鷺浦町におけるし尿等の収集運搬について、10tバキューム車を活用したし尿等収集業務を委託

78 廃 農業振興地域整備促進事業

令和7年度予算において、農業振興地域整備計画の見直しが完了したため廃止

79 新 米粉用米栽培促進事業

米粉用米の産地維持を図るため、米粉用米の栽培に対して3年間（令和8年度～令和10年度）支援を実施

　補助内容　10a当たりの主食用米単価と米粉用米単価（国・県・市の既存補助を含む。）の差額の1/2（上限　20千円）を補

　　　　　　助

　対象面積　7,700a

80 新 集落営農連携促進等事業

農事組合法人間の連携を実施する組織に対し、集落ビジョン策定及び人材確保、組織の法人化等を支援

1,500

集落法人育成支援事業費

4-3-1 農林水産業の担い手育成と生産振興

農業振興地域整備促進事業費

26,460

△ 1,300

6 農林水産業費　1 農林水産業費 農林水産課

4-3-1 農林水産業の担い手育成と生産振興 15,400

6 農林水産業費　1 農林水産業費

1,500 0 1,500

15,407

農林水産課

経営所得安定対策推進事業費

11,053

△ 1,300

4-3-1 農林水産業の担い手育成と生産振興

6 農林水産業費　1 農林水産業費 農林水産課

0 1,300

7,282
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新 ＝新規 拡 ＝拡充　※下線は拡充部分 継 ＝継続 縮 ＝縮小 廃 ＝廃止
No

長期総合計画基本計画の施策

新規・拡充
縮小・廃止

の額

款　　　項 所属

予算事項

本年度予算額 前年度予算額 増減

説　明（当初予算対比）

81 新 元園芸振興センター解体事業

令和2年度から休止している園芸振興センターを廃止し、解体

　対象建物　元園芸振興センター（大和町上徳良）

　　　　　　構造　鉄筋コンクリート造、延べ床面積　340.72㎡、建築年月　平成4年3月

　令和8年度　解体設計

　令和9年度　園芸振興センター解体工事　

82 拡 有害鳥獣対策事業

有害鳥獣による農作物等への被害防止対策及び緊急銃猟にかかる体制構築、研修を実施

　※緊急銃猟とは、クマやイノシシが人の生活圏に侵入し、人への危害が差し迫っている場合に、自治体の判断で銃を使った

　　捕獲を可能とする制度

83 新 環境にやさしい農業推進事業

「環境にやさしい農業」を実施する農業者等の課題解決や、関係者の意識醸成及び合意形成の推進を目的とした「三原市みど

りトータルサポートチーム」を設立し、県のサポートチームで検討する施策等の実施に備え、支援・推進体制を構築

　※「環境にやさしい農業」とは、有機農業や化学農薬・化学肥料の使用を低減する農業

2,000

有害鳥獣対策事業費

環境にやさしい農業推進事業費

6 農林水産業費　1 農林水産業費

4-3-2 農林水産基盤の保全と長寿命化 498

62,412 61,914 498

農林水産課

6 農林水産業費　1 農林水産業費 農林水産課

4-3-1 農林水産業の担い手育成と生産振興

500

農業振興施設維持管理費

500 0

4,307 1,832

4-3-1 農林水産業の担い手育成と生産振興

2,475

6 農林水産業費　1 農林水産業費 農林水産課

500
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新 ＝新規 拡 ＝拡充　※下線は拡充部分 継 ＝継続 縮 ＝縮小 廃 ＝廃止
No

長期総合計画基本計画の施策

新規・拡充
縮小・廃止

の額

款　　　項 所属

予算事項

本年度予算額 前年度予算額 増減

説　明（当初予算対比）

84 新 耕作条件改善事業

農作業の効率化及び生産性の向上を図るため、隣接する2区画以上の農地境界にある畦畔の除去による区画拡大を支援

　補助内容　畦畔除去作業　500円/m

　　　　　　ほ場の均平作業　20,000円/10a

　　　　　　暗渠の新設・改修　2,500円/m

新 土地改良施設維持管理適正化事業

全国土地改良事業団体連合会の事業を活用し、土地改良施設の機能を保持する施設維持補修を実施

　明神樋門制御盤更新工事

廃 機能保全計画策定事業

令和7年度予算において、事業完了のため廃止

85 継 農業水路等長寿命化・減災防災事業

長谷排水機場除塵機設備更新工事、蛤池廃止工事（本郷北二丁目）、七宝排水機場機械・電気設備改修工事（県施行）、

両名排水機場機械・電気設備改修工事（県施行）

新 老朽ため池補強事業

老朽化した清水池（沼田東町末光）の改良工事測量設計

　スケジュール

　令和8年度　測量・設計

　令和9年度　改良工事

新 園芸作物条件整備事業

振興作物栽培農業者のほ場に対し、支障となっている耕作条件の改善のため、市が整備事業を実施（一部受益者負担）

4-3-2 農林水産基盤の保全と長寿命化

6 農林水産業費　1 農林水産業費

58,694

17,000

6 農林水産業費　1 農林水産業費 農林整備課

農業用施設改良事業費

19,061

196,850 5,000

－

77,755

4-3-2 農林水産基盤の保全と長寿命化

△ 2,000

農業用施設維持管理費

3,000

農林整備課

210,835 13,985

16,300

－31－



令和8年度新規・拡充等の事業概要
単位：千円

新 ＝新規 拡 ＝拡充　※下線は拡充部分 継 ＝継続 縮 ＝縮小 廃 ＝廃止
No

長期総合計画基本計画の施策

新規・拡充
縮小・廃止

の額

款　　　項 所属

予算事項

本年度予算額 前年度予算額 増減

説　明（当初予算対比）

　整備内容　農地の水路整備、暗渠排水整備、土層改良など

　　

86 新 林道構造物点検事業

林道久和喜竜王線において、大規模のり面等の点検を業務委託し、健全度を判定

87 廃 海底環境改善事業

令和7年度予算において、事業完了のため廃止

88 拡 三原市中心市街地魅力向上支援事業

中心市街地の空き店舗を賃借し、新たに出店する事業者等に対する改装費及び賃借料の一部を補助

夜間営業店舗など、より多様な出店形態も対象とするため、補助対象を拡充

（補助対象）

　正午以前に開店し、1日6時間以上、かつ、週5日以上営業

4-3-1 農林水産業の担い手育成と生産振興

10,700 6,500

16,569 △ 11,333

29,592 △ 49

6 農林水産業費　1 農林水産業費

29,543

4,200

林道維持管理費

漁場改良事業費

4085-5-1 中心市街地の活性化

5,236

4,000

6 農林水産業費　1 農林水産業費 農林整備課

4-3-2 農林水産基盤の保全と長寿命化

7 商工費　1 商工費 商工振興課

農林水産課

△ 7,000

中心市街地活性化支援事業費

－32－



令和8年度新規・拡充等の事業概要
単位：千円

新 ＝新規 拡 ＝拡充　※下線は拡充部分 継 ＝継続 縮 ＝縮小 廃 ＝廃止
No

長期総合計画基本計画の施策

新規・拡充
縮小・廃止

の額

款　　　項 所属

予算事項

本年度予算額 前年度予算額 増減

説　明（当初予算対比）

　　改装費（[新規] 補助率　1/2、補助上限　500千円、[既存] 補助率　1/3、補助上限　400千円）

　　賃借料（補助率　1/2、補助上限　[1階]40千円、[1階以外]30千円）

　週20時間以上営業

　　　改装費（[新規] 補助率　1/2、補助上限　300千円、[既存] 補助率　1/3、補助上限　200千円）

　　　賃借料（補助率　1/2、補助上限　[1階]30千円、[1階以外]20千円）

89 廃 企業立地意向調査事業

令和7年度予算において、事業完了のため廃止

廃 産業団地整備検討事業

令和7年度予算において、事業完了のため廃止

90 新 観光施設維持管理事業

御調八幡宮駐車場トイレ改修工事（県施行）に対する負担金

　辺地対策事業債（充当率　100%、交付税措置率　80%）を活用

新 塔の峰千本桜仮設トイレ設置事業

塔の峰千本桜に訪れる観光客の利便性向上のため、花見シーズンに仮設トイレを1基設置

新 道の駅レジシステム更新事業

道の駅「みはら神明の里」のレジシステムを更新

8,557

5-2-1 観光の振興

11716,357

企業誘致対策事業費 △ 7,000

21,928 144,722 △ 122,794

観光課

3,300

7 商工費　1 商工費

施設維持管理費

58,309 41,952

7 商工費　1 商工費 商工振興課

4-2-1 商工業・サービス業の振興 △ 4,000

－33－



令和8年度新規・拡充等の事業概要
単位：千円

新 ＝新規 拡 ＝拡充　※下線は拡充部分 継 ＝継続 縮 ＝縮小 廃 ＝廃止
No

長期総合計画基本計画の施策

新規・拡充
縮小・廃止

の額

款　　　項 所属

予算事項

本年度予算額 前年度予算額 増減

説　明（当初予算対比）

91 拡 やっさ祭り実行委員会支援事業

やっさ祭りに係る交通誘導等の安全対策に対して補助金を増額

やっさ祭り（踊り）　2日

やっさ祭り（花火）　1日

廃 第50回記念三原やっさ祭り支援事業

令和7年度予算において、事業完了のため廃止

92 拡 観光協会支援事業

三原市の魅力を発信する観光大使の選定、派遣及び運営業務に対して補助

93 新 ＩＷＣ2026「SAKE部門」ひろしま開催協力事業

東広島市で開催される世界最大級の酒類品評会「International Wine Challenge SAKE部門審査会」に対する負担金

　日程　令和8年5月18日～令和8年5月21日

　場所　東広島芸術文化ホールくらら

　内容　国内外の日本酒の審査会、県内日本酒関連施設視察ツアー、出品酒等試飲会の開催など

5-2-1 観光の振興

△ 18,000

800

7 商工費　1 商工費 観光課

118,070

800

39,813

観光課

観光資源整備事業費

17,064 22,437 △ 5,373

5-2-1 観光の振興 2,500

7 商工費　1 商工費

1,100

7 商工費　1 商工費 観光課

観光体制推進事業費

観光推進事業費

24,555 23,755

△ 78,257

5-2-1 観光の振興

－34－



令和8年度新規・拡充等の事業概要
単位：千円

新 ＝新規 拡 ＝拡充　※下線は拡充部分 継 ＝継続 縮 ＝縮小 廃 ＝廃止
No

長期総合計画基本計画の施策

新規・拡充
縮小・廃止

の額

款　　　項 所属

予算事項

本年度予算額 前年度予算額 増減

説　明（当初予算対比）

継 佐木島観光推進事業

辺地対策事業債（充当率　100%、交付税措置率　80%）を活用し、舗装改修や路面表示を行い、佐木島へのサイクリングによ

る観光振興及び活性化を図る環境整備を実施

　事業期間　令和7年度から令和9年度まで

　令和8年度　路面標示の設置

　令和9年度　路面標示の設置

新 観光施策推進マーケティング事業

宿泊税交付金を活用し、宿泊施設や観光スポットでアンケート調査による観光客の基礎データ収集及びデータ分析を実施

新 お濠ボート試験導入事業

三原城跡天主台濠隣接地への階段設置に伴い、濠を活用した水上体験の試験導入を実施

新 沿線まるごとホテル事業

瀬戸内さざなみ線（ＪＲ三原駅～広駅間）の沿線4市（三原市、竹原市、東広島市及び呉市）において、「沿線まるごとホテル

プロジェクト」の事業連携に向け、調査等を実施

　事業期間　令和8年度から令和13年度まで（予定）

新 インバウンド受入環境整備事業

ゴルフ目的の韓国人観光客をターゲットとし、宿泊や飲食などの市内消費につなげるためのニーズ調査や旅行サービス整備を

実施

10,000

5,000

8,400

1,500

－

－35－



令和8年度新規・拡充等の事業概要
単位：千円

新 ＝新規 拡 ＝拡充　※下線は拡充部分 継 ＝継続 縮 ＝縮小 廃 ＝廃止
No

長期総合計画基本計画の施策

新規・拡充
縮小・廃止

の額

款　　　項 所属

予算事項

本年度予算額 前年度予算額 増減

説　明（当初予算対比）

94 新 クルーズ船おもてなし事業

宿泊税交付金を活用し、尾道糸崎港（糸崎岸壁）に寄港するクルーズ船の乗客・乗務員に対し、シャトルバスを運行すると

ともに、多言語案内やキャッシュレス決済の環境整備を実施

95 継 急傾斜地崩壊対策事業

本郷小学校地区において、測量設計を実施

96 継 避難道路等の安全確保補助事業

広域緊急輸送道路沿道の建築物耐震改修や除却に要する費用の一部を補助

　補助率　11/15、限度額　15,000千円/件、令和8年度除却予定　3件

97 新 道路等包括管理事業

維持管理業務を効率化するため、地域インフラ群再生戦略マネジメント（群マネ）の考え方に基づき、民間事業者への包括管

理委託を実施

 （債務負担行為限度額　令和8年度～令和10年度　725,100千円）

25,750

3-3-2 災害に強いまちの構築

3-6-2 快適で安全な道路網の形成

－

0 4,400

8 土木費　1 土木管理費 建築指導課

5-2-1 観光の振興 4,400

7 商工費　1 商工費

建築物災害対策事業費

103,600 0

54,120 39,119

港湾課

15,001

4,400

103,600

観光推進事業費

8 土木費　1 土木管理費 土木管理課

道路等包括管理事業費

99,100

3-3-2 災害に強いまちの構築 －

8 土木費　1 土木管理費 土木建設課

急傾斜地崩壊対策事業費

228,786 203,036

－36－



令和8年度新規・拡充等の事業概要
単位：千円

新 ＝新規 拡 ＝拡充　※下線は拡充部分 継 ＝継続 縮 ＝縮小 廃 ＝廃止
No

長期総合計画基本計画の施策

新規・拡充
縮小・廃止

の額

款　　　項 所属

予算事項

本年度予算額 前年度予算額 増減

説　明（当初予算対比）

98 継 市道改良事業

99 継 交通安全施設整備事業

区画線が消失し、通行の危険性がある市道について、通学路指定路線を中心に区画線の引き直し工事を実施

三原市通学路交通安全プログラムに基づき、通学路に防護柵等の施設整備による局所対策を実施

　新規着手路線

　　糸崎69号線　防護柵設置工事

　　宮沖1号線　道路照明設置工事

歩道延伸等 測量・設計

市道改良事業費

528,600 505,900

現道拡幅 測量・設計

3-6-2 快適で安全な道路網の形成

8 土木費　2 道路橋梁費 土木建設課

3-4-2 防犯活動・交通安全対策の推進

土木管理課

－

令和8年度の内容

116,200 0

22,700

8 土木費　2 道路橋梁費

－

交通安全施設整備事業費

越道土井用線（久井町）

原市日名内線（本郷町）

小泉町23号線

明神36・38号線

現道拡幅 測量・設計

工事概要

116,200

田野浦1号線

新規着手路線

現道拡幅 測量・設計

浸水対策 測量・設計

－37－



令和8年度新規・拡充等の事業概要
単位：千円

新 ＝新規 拡 ＝拡充　※下線は拡充部分 継 ＝継続 縮 ＝縮小 廃 ＝廃止
No

長期総合計画基本計画の施策

新規・拡充
縮小・廃止

の額

款　　　項 所属

予算事項

本年度予算額 前年度予算額 増減

説　明（当初予算対比）

100 継 交通安全施設整備事業

三原市通学路交通安全プログラムに基づき、通学路に歩行者安全対策を実施

　新規着手路線

　　深町4号線、木原13号線、高坂町35号線　測量・設計

継 自転車通行空間整備事業

自転車活用推進計画に基づき、歩行者、自転車及び自動車が適切に分離された自転車通行空間の整備を実施

　新規着手路線　

　　宮沖13号線外4路線　測量・設計

101 継 味潟雨水排水ポンプ場等長寿命化事業

味潟雨水排水ポンプ場長寿命化計画に基づき、浸水防除のため、老朽化した味潟雨水排水ポンプ場の設備を更新

（債務負担行為限度額　令和8年度～令和9年度　135,000千円）

新 松浜雨水排水ポンプ場等長寿命化事業

松浜雨水排水ポンプ場、貝野樋門外4か所の設備更新を実施するため、長寿命化計画を策定

102 継 河川浚渫事業

緊急浚渫推進事業債（充当率　100%、交付税措置率　70%）を活用し、河川の氾濫を未然に防ぐため、河川浚渫の設計及び工事

を実施

　令和8年度　三原地域　6河川、本郷地域　2河川、久井地域　1河川、大和地域　1河川　0

8 土木費　3 河川費 下水道整備課

河川維持管理費

107,981 29,136 78,845 10,000

30,000 30,000

緊急浚渫推進事業費

8 土木費　3 河川費 土木管理課

3-4-2 防犯活動・交通安全対策の推進 －

3-3-2 災害に強いまちの構築 －

土木建設課

3-3-2 災害に強いまちの構築 －

－

8 土木費　2 道路橋梁費

交通安全施設整備事業費

47,700228,400276,100

－38－



令和8年度新規・拡充等の事業概要
単位：千円

新 ＝新規 拡 ＝拡充　※下線は拡充部分 継 ＝継続 縮 ＝縮小 廃 ＝廃止
No

長期総合計画基本計画の施策

新規・拡充
縮小・廃止

の額

款　　　項 所属

予算事項

本年度予算額 前年度予算額 増減

説　明（当初予算対比）

103 廃 河川改良事業（流域治水等）

令和7年度予算において、事業完了のため廃止

104 継 三原内港再生事業

市中心部の活性化のため、施設の管理者である県と連携し、内港再生事業を実施

　令和6年度　基本・実施設計、物件調査、解体設計

　令和7年度　基本・実施設計、建物補償

　令和8年度　建物補償、仮設ターミナル設置、港湾ビル解体工事、仮設待機場整備

　令和9年度　旅客ターミナル整備

継 港湾施設整備事業（港湾改良）

県施行事業として、既存港湾施設の改良等を実施

　松浜地区　　　　　連れ込み沈下対策工事

　貝野地区　　　　　鋼矢板電気防食更新工事

　三原地区（城町）　護岸鋼管杭被覆・電気防食・開孔部補修工

　須波地区　　　　　直立消波ブロック製作・設置工事

342,978 27,022

3-3-2 災害に強いまちの構築 △ 644,000

8 土木費　3 河川費 土木管理課

8 土木費　4 港湾費 港湾課

河川改良事業費

0 644,000 △ 644,000

5-4-1 空港・港湾の活用 －

370,000

－

港湾施設整備事業費（港湾改良）

－39－
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新 ＝新規 拡 ＝拡充　※下線は拡充部分 継 ＝継続 縮 ＝縮小 廃 ＝廃止
No

長期総合計画基本計画の施策

新規・拡充
縮小・廃止

の額

款　　　項 所属

予算事項

本年度予算額 前年度予算額 増減

説　明（当初予算対比）

105 継 港湾施設整備事業（高潮対策）

県施行事業として、護岸や堤防等の海岸保全施設を整備

　松浜地区　海岸保全施設実施設計

106 廃 立地適正化計画改定事業

令和7年度予算において、事業完了のため廃止

新 都市計画基礎調査事業

県施行事業として、都市計画基礎調査を実施

これまでおおむね5年度ごとに実施してきたが、県の方針により、令和8年度から毎年実施

107 継 街路整備事業

本町古浜線（4工区）

　平成21年度から事業開始した街路整備事業（本町古浜線（4工区））は、令和8年度末で事業完了

　工事内容　工損調査、道路改良工事、物件移転補償

椋本三太刀線

　土地区画整理事業により整備される区間から西の椋本三太刀線について、路線整備を実施

　　令和7年度　予備設計

　　令和8年度　関係機関協議、事業認可図書作成

　　令和9年度～令和16年度　測量・設計、用地取得、物件移転補償、道路改良工事

3-3-2 災害に強いまちの構築

5,000 10,000 △ 5,000

379,300 △ 340,54138,759

3-6-2 快適で安全な道路網の形成 －

8 土木費　5 都市計画費 都市開発課

8 土木費　5 都市計画費

街路整備事業費

港湾課

3-6-1 計画的なまちづくりの推進 △ 854

港湾施設整備事業費（高潮対策）

－

8 土木費　4 港湾費

都市開発課

都市計画一般事務費 3,300

9,269 6,817 2,452

－40－
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予算事項

本年度予算額 前年度予算額 増減

説　明（当初予算対比）

108 継 やまみ三原運動公園多目的広場人工芝生化・ナイター照明設備等整備事業

安全性・機能性の向上及び利用環境の充実を図るため、三原運動公園の多目的広場を人工芝生化するとともに、ナイター照明

設備等を整備

　整備計画　令和7年度　実施設計

　　　　　　令和8年度　整備工事（人工芝生化、ナイター照明設備、防球ネット）、

　　　 　　　　　　　　スポーツ関連備品更新（サッカーゴール等）

109 廃 宮沖住宅等統合建替事業

令和7年度予算において、事業完了のため廃止

110 新 災害対応ドローン操縦士養成事業

ドローン操縦のため、国家資格である「二等無人航空機操縦士」の資格を取得

二等無人航空機操縦士の資格保有者を確保することにより、夜間、目視外、人口集中地区などを申請不要で飛行可能

　資格取得費用　355千円/人

　資格取得人数　4人

569,700 191,700 378,000

公園整備事業費

3-6-3 都市基盤の保全・整備 －

8 土木費　5 都市計画費 都市開発課

8 土木費　6 住宅費 建築課

3-6-6 快適で安全な住まいづくり

9 消防費　1 消防費 消防総務課

職員管理事務費

0 338,600 △ 338,600

住宅建設事業費（宮沖）

△ 338,600

1,422

32213,607 13,285

3-4-1 消防・救急体制の整備

－41－
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新 ＝新規 拡 ＝拡充　※下線は拡充部分 継 ＝継続 縮 ＝縮小 廃 ＝廃止
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説　明（当初予算対比）

111 新 常備消防活動事業

令和8年度からマイナンバーカードを活用した救急業務の運用が開始

112 継 消防通信指令システム更新事業

尾道市と共同運営している消防通信指令システムの全面更新を実施（令和7年度～令和9年度）

　令和8年度事業費　9,680千円（負担内訳：三原市　3,338千円、世羅町　982千円、尾道市　5,360千円）

　令和8年度実施内容　評価契約支援、構築監理

新 水槽付き消防ポンプ自動車更新事業

三原消防署に配備している水槽付き消防ポンプ自動車を更新（水槽容量　1,500ℓ→2,500ℓ）

　（債務負担行為限度額　令和8年度～令和9年度　84,400千円）

新 防火貯水槽廃止事業

老朽化に伴い、道路下に埋設された防火貯水槽を廃止

　廃止場所　港町三丁目（昭和28年設置、容量　40㎥）

新 災害対応ドローン整備事業

消防活動の質向上のため、火災や災害現場における状況把握、要救助者の捜索、消火活動支援で活用可能なドローンを1基配

備

新 熱中症対策強化事業

消防隊員の熱中症対策のため、飲料水や保冷剤を災害現場等に持参及び保管可能な充電式保冷庫を整備

△ 643,712

202

消防活動事業費

10,417 10,214

常備消防施設等整備事業費

203

3-4-1 消防・救急体制の整備 －

9 消防費　1 消防費 消防総務課

53

1,548

3-4-1 消防・救急体制の整備 246

9 消防費　1 消防費 消防総務課

5,300

656,79313,081
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本年度予算額 前年度予算額 増減

説　明（当初予算対比）

廃 三原西消防署庁舎整備事業

令和7年度予算において、事業完了のため廃止

廃 はしご自動車分解整備事業

令和7年度予算において、事業完了のため廃止

113 新 消防団屯所等整備事業

　消防団施設整備計画に基づき、消防団施設の統廃合を実施するため、屯所や格納庫を解体

　解体施設　本能寺格納庫　外11か所　

新 消防ポンプ自動車更新事業（消防団）

久井分団に配備している消防ポンプ自動車を更新

　（債務負担行為限度額　令和8年度～令和9年度　28,500千円）

廃 須波分団屯所整備事業

令和7年度予算において、事業完了のため廃止

廃 沼田西分団屯所整備事業

令和7年度予算において、事業完了のため廃止

114 新 災害対応ドローン操縦士養成事業【No.110再掲】

ドローン操縦のため、国家資格である「二等無人航空機操縦士」の資格を取得

二等無人航空機操縦士の資格保有者を確保することにより、夜間、目視外、人口集中地区などを申請不要で飛行可能

　資格取得費用　355千円/人

　資格取得人数　2人

3-4-1 消防・救急体制の整備

△ 50,143 21

△ 27,000

△ 535,024

非常備消防施設等整備事業費

34,371 84,514

職員管理事務費

7,260

9 消防費　1 消防費 消防総務課

711

9 消防費　1 消防費 世羅消防署

△ 27,384

5,303 1,957

△ 42,000

31,000

3-4-1 消防・救急体制の整備

－43－
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説　明（当初予算対比）

115 新 常備消防活動事業【No.111再掲】

令和8年度からマイナンバーカードを活用した救急業務の運用が開始

116 継 消防通信指令システム更新事業【No.112再掲】

尾道市と共同運営している消防通信指令システムの全面更新を実施（令和7年度～令和9年度）

　令和8年度事業費　9,680千円（負担内訳：三原市　3,338千円、世羅町　982千円、尾道市　5,360千円）

　令和8年度実施内容　評価契約支援、構築監理

新 災害対応ドローン整備事業【No.112再掲】

消防活動の質向上のため、火災や災害現場における状況把握、要救助者の捜索、消火活動支援で活用可能なドローンを1基配

備

新 熱中症対策強化事業【No.112再掲】

消防隊員の熱中症対策のため、飲料水や保冷剤を災害現場等に持参及び保管可能な充電式保冷庫を整備

新 資機材搬送車更新事業

世羅消防署に配備している積載車を、様々な災害現場に活用できる資機材搬送車へ更新

廃 はしご自動車分解整備事業【No.112再掲】

令和7年度予算において、事業完了のため廃止

△ 4,616

15,200

3-4-1 消防・救急体制の整備 －

9 消防費　1 消防費 世羅消防署

526

452

108

消防活動事業費

4,510 3,984

3-4-1 消防・救急体制の整備 82

9 消防費　1 消防費 世羅消防署

常備消防施設等整備事業費

17,809 29,175 △ 11,366

－44－
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説　明（当初予算対比）

117 拡 災害時備蓄物資確保事業

トイレ環境の整備

　簡易トイレ等の計画的購入を一括購入に切り替え、避難所の衛生環境を確保

備蓄物資の保管・管理の民間委託

　一部の備蓄物資を市内の民間倉庫に保管し、荷役、在庫管理及び倉庫の湿度管理を民間へ委託

118 新 津波浸水ハザードマップ更新事業

県の地震被害想定調査に基づき、津波浸水ハザードマップ及び津波浸水深看板を更新し、市民の防災・減災意識の向上を推進

　津波浸水ハザードマップの配布

　　個別配布：津波浸水区域内の世帯（18,300世帯）及び事業所（2,400事業所）

　　窓口配布：本庁及び各支所

　津波浸水深看板の更新

　　既設の津波浸水深看板（340基）のうち、浸水深が変更となる箇所の看板を更新

廃 県震度情報ネットワークシステム回線整備事業

令和7年度予算において、事業完了のため廃止

119 継 屋内運動場空調設備整備事業

教育環境の改善と避難所機能を強化するため、屋内運動場に空調設備を設置するための民間活力導入可能性調査とアドバイザ

リー業務を委託

　民間活力導入可能性調査　7,800千円

　アドバイザリー業務　14,000千円（令和8年度　4,200千円、令和9年度　9,800千円）

教育総務一般事務費

9 消防費　1 消防費

2-2-2 教育環境の整備・充実

△ 1,261

10 教育費　1 教育総務費 教育振興課

拠点避難所維持管理費

20,347 7,452

－

12,895

3-3-1 災害対応力の強化 15,411

40,740 43,083 △ 2,343

防災対策事業費

23,015 8,386 14,629

危機管理課

3-3-1 災害対応力の強化 15,356

9 消防費　1 消防費

危機管理課

－45－
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説　明（当初予算対比）

　　　　　　　　　　　（債務負担行為限度額　令和8年度～令和9年度　9,800千円）

今後の工事予定

　令和8年度　民間活力導入可能性調査、アドバイザリー業務

　令和9年度　アドバイザリー業務、実施設計、空調整備工事

　令和10年度 空調整備工事

120 拡 学びの場づくり事業

校内教育支援センター未設置校を中心に、円卓テーブルやロビーチェアなどの必要な備品を購入し、不登校児童生徒の社会的

自立に向け、学習環境や学習方法を選択できる学びの場・安らぎの場の環境を整備

　円卓テーブル　9台、ロビーチェア　15台、パーティションパネル　1台

廃 デジタル採点システム整備事業

令和7年度予算において、事業完了のため廃止

廃 指導者用デジタル教科書整備事業（中学校）

令和7年度予算において、事業完了のため廃止

121 新 市立小学校給食費無償化事業

市立の小学校における給食費について、給食費負担軽減交付金を活用し、保護者の給食費負担金を無償化し、保護者負担を軽

減

　給食費単価：310円/食（国基準額　300円/食、国基準超過額　10円/食）

教育振興課10 教育費　1 教育総務費

772,852 692,838 80,014

施設維持管理費

△ 3,355

△ 19,202

1,8002-2-1 学校教育・就学前教育の充実

2-2-1 学校教育・就学前教育の充実 196,194

10 教育費　1 教育総務費 学校給食課

学ぶ力育成事業費

346,701 365,903

△ 31,181
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説　明（当初予算対比）

122 継 学校施設長寿命化事業

長寿命化改修設計（沼田東小学校（屋内運動場）、本郷西小学校（校舎及び屋内運動場））

123 廃 学校教育情報環境整備事業

令和7年度予算において、事業完了のため廃止

124 継 学校施設長寿命化事業

長寿命化改修設計（大和中学校（校舎及び屋内運動場））

125 廃 校務用及び学習用端末更新事業

令和7年度予算において、事業完了のため廃止

廃 学校教育情報環境整備事業

令和7年度予算において、事業完了のため廃止

2-2-2 教育環境の整備・充実

226,500

40,700 123,700 △ 83,000

180,221 △ 148,134

△ 37,000

10 教育費　3 中学校費 教育振興課

－

10 教育費　2 小学校費 教育振興課

2-2-2 教育環境の整備・充実 －

10 教育費　3 中学校費 教育振興課

教材備品整備事業費

54,505 257,621 △ 203,116

49,700

2-2-2 教育環境の整備・充実

施設整備事業費

2-2-2 教育環境の整備・充実

△ 225,600

10 教育費　2 小学校費 教育振興課

教材備品整備事業費 △ 128,400

32,087

△ 176,800

施設整備事業費

－47－
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126 廃 寄宿舎施設維持管理事業

寄宿舎「睦寮」を令和7年度末で廃止

127 拡 就園援助事業

子ども・子育て支援制度（新制度）へ移行した幼稚園への施設型給付事業（糸崎幼稚園）

　令和7年度までは、私学助成として県から私立幼稚園へ補助

128 新 乳児等通園支援事業

国が「こども誰でも通園制度」を新設したことに伴い、保育所や認定こども園等に在籍していない生後6か月から満3歳未満ま

での乳児等が通園するための費用を事業者に対して給付することにより、乳児等の良質な生育環境を整備するとともに、子育

て家庭への支援を強化

　実施事業所　認定こども園月見幼稚園

129 廃 小早川隆景展開催事業

令和7年度予算において、事業完了のため廃止

27,642

2-2-1 学校教育・就学前教育の充実

499,135 577,847 △ 78,712

就園援助事業費

記念物保存活用事業費

14,198 8,495 5,703

5-3-1 歴史・文化財の保存・活用 △ 132

10 教育費　5 社会教育費 文化課

12,951

2-2-1 学校教育・就学前教育の充実

1,188

10 教育費　4 幼稚園費 教育振興課

23,124

10 教育費　4 幼稚園費 教育振興課

2-2-1 学校教育・就学前教育の充実 △ 2,115

10 教育費　3 中学校費 教育振興課

施設維持管理費

0 2,115 △ 2,115

14,691

私立認定こども園運営助成事業費
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令和8年度新規・拡充等の事業概要
単位：千円

新 ＝新規 拡 ＝拡充　※下線は拡充部分 継 ＝継続 縮 ＝縮小 廃 ＝廃止
No

長期総合計画基本計画の施策

新規・拡充
縮小・廃止

の額

款　　　項 所属

予算事項

本年度予算額 前年度予算額 増減

説　明（当初予算対比）

130 継 三原城跡天主台濠階段整備事業

賑わいの創出及び三原城跡を安全に活用・管理するため、三原城跡天主台濠の隣接地に階段を設置

　整備計画　令和7年度　関係機関協議、実施設計

　　　　　　令和8年度　設置工事

131 継 リージョンプラザ長寿命化事業

長寿命化計画に基づく早期保全及び更新のため、施設の長寿命化工事を実施

　整備計画　令和7年度 　外壁、エレベーター、プール空調等改修工事

　　　　　　　　　　　　 809,120千円（令和7年度　321,420千円、令和8年度　487,700千円）

　　　　　　　　　　　　 （債務負担行為限度額　令和7年度～令和8年度　529,500千円）

　　　　　　令和8年度　屋上防水等改修設計

　　　　　　　　　　　 主・副体育館床、文化・展示ホール空調等改修工事

　　　　　　　　　　　　 782,000千円（令和8年度　310,600千円、令和9年度　471,400千円）

　　　　　　　　　　　　 （債務負担行為限度額　令和8年度～令和9年度　471,400千円）

今後の工事予定

屋上防水等改修工事

△ 147,212

5-3-1 歴史・文化財の保存・活用 －

10 教育費　5 社会教育費 文化課

三原城跡歴史公園等維持管理費

27,753 11,808 15,945

2-3-4 スポーツの推進

955,181 1,102,393

スポーツ部門、展示ホール　4か月
文化ホール　2か月

工事内容

－

スポーツ部門、文化・展示ホール　4か月

未定

－

10 教育費　5 社会教育費 スポーツ振興課

施設維持管理費

年度

令和9年度

令和8年度

主・副体育館床、文化・展示ホール空調等改修工事

外壁、エレベーター、プール空調等改修工事

休館期間
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令和8年度新規・拡充等の事業概要
単位：千円

新 ＝新規 拡 ＝拡充　※下線は拡充部分 継 ＝継続 縮 ＝縮小 廃 ＝廃止
No

長期総合計画基本計画の施策

新規・拡充
縮小・廃止

の額

款　　　項 所属

予算事項

本年度予算額 前年度予算額 増減

説　明（当初予算対比）

継 リージョンプラザスポーツ備品更新事業

スポーツ備品の計画的な更新により、安全性と良好なプレイ環境を確保（令和8年度で更新完了）

　更新備品　バドミントンポール、卓球台、卓球フェンス等

132 新 図書館システム機器更新事業

図書館システム端末等の耐用年数が到来するため、機器更新を実施

　更新機器　業務ＰＣ端末、館内OPAC端末、自動貸出返却機用端末、蔵書点検機器等

　　※OPACとは、利用者が図書館の蔵書を検索するシステム

133 廃 三原市歴史民俗資料館移転開館事業

令和7年度予算において、事業完了のため廃止

134 廃 宇根山天文台天体望遠鏡修繕事業

令和7年度予算において、事業完了のため廃止

－

文化ホール天井等改修工事

生涯学習課

210,710 41,774

2-3-1 生涯学習の振興

5-3-1 歴史・文化財の保存・活用 △ 10,836

10 教育費　5 社会教育費

施設維持管理費

8,357 10,893 △ 2,536

△ 3,0002-3-2 青少年の健全育成

文化課

施設維持管理費

10 教育費　5 社会教育費

168,936

32,200

10 教育費　5 社会教育費 生涯学習課

25,079 30,760 △ 5,681

文化ホール　8か月

施設維持管理費

令和10年度
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単位：千円

新 ＝新規 拡 ＝拡充　※下線は拡充部分 継 ＝継続 縮 ＝縮小 廃 ＝廃止
No

長期総合計画基本計画の施策

新規・拡充
縮小・廃止

の額

款　　　項 所属

予算事項

本年度予算額 前年度予算額 増減

説　明（当初予算対比）

135 継 中央公民館長寿命化事業

長寿命化計画に基づく施設の早期保全及び更新のため、長寿命化工事を実施（土壌汚染状況調査により令和7年度から令和8年

度へ延期）

　整備計画　令和8年度　建築主体工事、電気設備工事、機械設備工事

　　　　　　　　　　　　 571,000千円（令和8年度　227,700千円、令和9年度　343,300千円）

　　　　　　　　　　　　 （債務負担行為限度額　令和8年度～令和9年度　343,300千円）

　　　　　　令和9年度　建築主体工事、電気設備工事、機械設備工事

今後の工事予定

136 新 幸崎コミュニティセンター耐震診断事業

旧耐震である幸崎コミュニティセンターの耐震診断を実施し、施設の現状を把握

廃 北方コミュニティセンター空調設備更新事業

令和7年度予算において、事業完了のため廃止

令和9年度

令和8年度

年度

147,562 161,831 △ 14,269

施設維持管理費

部分休館　3か月

全館休館　2か月、部分休館　3か月

264,041 259,859 4,182

休館期間（予定）

2-3-1 生涯学習の振興 －

10 教育費　5 社会教育費 生涯学習課

10 教育費　5 社会教育費 生涯学習課

2-3-1 生涯学習の振興

施設維持管理費

1,500

△ 20,900

建築主体工事、電気設備工事、機械設備工事

工事内容
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本年度予算額 前年度予算額 増減

説　明（当初予算対比）

137 拡 芸術文化センター長寿命化事業

長寿命化計画に基づく早期保全及び更新のため、施設の長寿命化工事の設計を実施

　空調設備・舞台設備等改修設計

今後の工事予定

新 芸術文化センター舞台吊物設備更新事業

老朽化した舞台重量バトンのワイヤーロープ及び滑車等を更新し、安全を確保するとともに、舞台機能を保全

新 芸術文化センター照明設備更新事業

駐輪場及び看板などの照明をLED化し、脱炭素化を推進

138 拡 白竜湖ふれあいグリーンマラソン大会（ゲストランナー招致事業）

ゲストランナー招致により、市内外からの参加者増を図るため、大会開催費補助を拡充

　事業期間　令和8年度～令和10年度

166,490 124,048

施設維持管理費

290,538

2-3-4 スポーツの推進 800

10 教育費　6 保健体育費 スポーツ振興課

－

10 教育費　5 社会教育費 文化課

11,648 11,256 392

40,000

スポーツ活動推進事業費

1,400

工事内容

空調設備・舞台設備等改修設計

空調設備・舞台設備等改修工事

設計後に決定

設計後に決定

2-3-3 文化・芸術の振興 80,000

休館期間

令和10年度

令和9年度

令和8年度

年度

－52－



令和8年度新規・拡充等の事業概要
単位：千円

新 ＝新規 拡 ＝拡充　※下線は拡充部分 継 ＝継続 縮 ＝縮小 廃 ＝廃止
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の額
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予算事項

本年度予算額 前年度予算額 増減

説　明（当初予算対比）

139 継 やまみ三原運動公園多目的広場人工芝生化・ナイター照明設備等整備事業【No.108再掲】

安全性・機能性の向上及び利用環境の充実を図るため、三原運動公園の多目的広場を人工芝生化するとともに、ナイター照明

設備等を整備

　整備計画　令和7年度　実施設計

　　　　　　令和8年度　整備工事（人工芝生化、ナイター照明設備、防球ネット）、

　　　 　　　　　　　　スポーツ関連備品更新（サッカーゴール等）

新 やまみ三原運動公園アーバンスポーツエリア等整備事業

新たなスポーツ利用の促進を図るため、アーバンスポーツ等の競技エリアを整備

　整備計画　令和8年度　実施設計

　　　　　　令和9年度　整備工事

　　　　　　　　　　　 　3×3（3人制バスケットボール）コート、BMXコース、キックバイクエリア、

　　　　　　　　　　　　 ニュースポーツ競技エリア

140 新 白竜湖スポーツ村公園長寿命化計画策定事業

施設の計画的な改修により、安全で快適な施設環境を長期間維持するため、長寿命化計画を策定

廃 スポーツ環境整備事業

令和7年度予算において、事業完了のため廃止

2-3-4 スポーツの推進

施設維持管理費

34,167 24,513 9,654

－

10 教育費　6 保健体育費 スポーツ振興課

2-3-4 スポーツの推進

10 教育費　6 保健体育費 スポーツ振興課

施設維持管理費 △ 3,600

31,857 24,033 7,824

2,900

6,300
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新 ＝新規 拡 ＝拡充　※下線は拡充部分 継 ＝継続 縮 ＝縮小 廃 ＝廃止
No
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新規・拡充
縮小・廃止

の額

款　　　項 所属

予算事項

本年度予算額 前年度予算額 増減

説　明（当初予算対比）

141 新 コンビニ交付手数料改定

フロントヤード改革の一環として、コンビニ交付手数料を引き下げることで、コンビニでの交付率を上昇させ、窓口の混雑を

解消

　コンビニ交付手数料　200円→150円

　対象となる証明書等　住民票の写し、住民票記載事項証明書、印鑑登録証明書、課税台帳記載事項証明書、

　　　　　　　　　　　戸籍の附票の写し

142 新 本郷ケーブルネットワークセンター機器更新事業

本郷、久井地域全域へのインターネットサービス提供に必要な本郷ケーブルネットワークセンターのネットワーク加入者管理

機器を更新

143 廃 駐車場事業特別会計の閉鎖

令和8年3月31日で駐車場事業特別会計は閉鎖

令和8年6月までの維持管理費については、第2款　総務費　第1項　総務管理費　第17目　駐車場費で計上

－

13,173 14,297 △ 1,124

－ △ 1,124

3-6-3 都市基盤の保全・整備

－

0

駐車場事業特別会計 都市開発課

33,080 △ 33,080

一般会計　歳入 デジタル化戦略課

△ 33,080

133,780 74,720 59,060

ケーブルネットワーク事業特別会計 デジタル化戦略課

施設維持管理費

6-2-1 デジタル化の推進 59,400
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新 ＝新規 拡 ＝拡充　※下線は拡充部分 継 ＝継続 縮 ＝縮小 廃 ＝廃止
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の額
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予算事項

本年度予算額 前年度予算額 増減

説　明（当初予算対比）

144 継 国民健康保険税の税率等の改定

国民健康保険税の税率等を改定し、賦課限度額及び低所得者の保険税軽減措置の基準額を改定

保険税率等については、令和7年度の保険税率等と令和8年度標準保険料率の差の1/3を標準保険料率から引き下げる

　保険税率等

　賦課限度額 低所得者の保険税軽減措置の基準額

①5割軽減の軽減判定所得

（現行） 基礎控除額（43万円）＋30.5万円×被保険者数※

（改正後） 基礎控除額（43万円）＋31万円×被保険者数※

②2割軽減の軽減判定所得

（現行） 基礎控除額（43万円）＋56万円×被保険者数※

（改正後） 基礎控除額（43万円）＋57万円×被保険者数※

※軽減基準額の算定式には、それぞれ

　「＋10万円×（給与所得者等の数－1）」を加える。

新 国民健康保険税の子ども・子育て支援納付金分の追加

7.97% 33,709円 21,925円 8.26%

令和7年度

0

3-2-4 社会保障制度の適正な運営

令和8年度

260,000円 260,000円

660,000円

－

国民健康保険（事業勘定）特別会計 保険医療課

令和7年度 令和8年度

所得割率 均等割額 平等割額 所得割率 均等割額 平等割額

1,090,000円 1,100,000円

35,712円 22,741円

2.69% 11,180円 7,340円 2.76% 11,808円 7,542円

2.09% 10,695円 5,201円 2.36% 12,074円 5,852円

170,000円 170,000円

670,000円

計

介護分

後期高齢者支援分　

医療分

区分

介護分

後期高齢者支援分　

医療分

区分
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新 ＝新規 拡 ＝拡充　※下線は拡充部分 継 ＝継続 縮 ＝縮小 廃 ＝廃止
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説　明（当初予算対比）

子ども・子育て支援金制度の創設に伴い、国民健康保険税に子ども・子育て支援納付金分を追加する。

保険税率等

賦課限度額　30,000円

0.29%

所得割率

1,261円 53円 785円

均等割額 18歳以上均等割額 平等割額

金額(千円) 件数 金額(千円) 件数 金額(千円) 件数

新規 949,796 88 1,727,965 66 △ 778,169 22

拡充 215,060 30 855,169 40 △ 640,109 △ 10

縮小 △ 284,110 4 △ 154,990 6 △ 129,120 △ 2

廃止 △ 2,912,089 42 △ 1,066,737 27 △ 1,845,352 15

継続 － 48 － 37 － 11

計 △ 2,031,343 212 1,361,407 176 △ 3,392,750 36

令和8年度 令和7年度 増減
区分
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